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～平成30年度決算報告～

●一般会計歳出（目的別）

●市民1人当たりの市税負担額は？●市債の現在高　平成30年度末

●一般会計歳入

一般会計 300億　474万円
土地取得会計 3億3,639万円
水道事業会計 3億2,553万円
下水道事業等会計 160億9,401万円
合　　　計 467億6,067万円

市民1人当たりの市税負担額　
147,344円

（人口：平成31年3月31日現在の
78,672人で計算）

市民税 65,221円
固定資産税 62,704円
都市計画税 10,420円
たばこ税など 8,999円

歳 入 総額610億1,007万円（△5.9％）

歳 入

市債
36億8,750万円
 (△9.2%)
建設事業などの
財源として
借り入れるお金

繰越金
86億
3,314万円
(△12.4%)

繰入金 
143億1,592万円

(△6.3%)

県支出金
20億9,273万円
(△2.7%)

地方譲与税 
2億9,557万円
(+3.4%)

市税
115億9,186万円
(+0.3%)
市民の皆さんに納めて
いただいたお金

その他 
45億6,995万円
(+4.8%)

国庫支出金 
91億2,478万円(△5.1%)
事業に対して国から交付
されるお金

歳 出 総額524億7,555万円（△3.9％）

歳 出

その他
12億5,885万円（+16.0%)
労働費・商工費など

災害復旧費
30億435万円（+21.1%)
公債費
31億5,412万円

（+6.7%)
借入金の返済に

消防費
11億15万円

（+7.2%)
火災予防や消火・
救急活動などに

土木費
185億9,320万円（△18.8%)

道路・公園の整備や
復興事業などに

農林水産業費
7億3,395万円（△58.9%)
農林業の活性化や
水産業の振興に

衛生費
19億3,048万円

（+3.1%)
市民の健康や
環境対策などに

総務費
79億4,406万円

（+61.2%)
広報、住民票発行や
コミュニティづくり
などに

地方交付税  
66億
9,864万円 
(△12.5%)
国の税金の
うち一定の
基準で市に
交付される
お金

教育費
43億
5,458万円

（△6.8%)
小中学校や
図書館・公
民館などに

民生費
104億
182万円

（+8.9%)
子育てや高齢
者、障がい者
支援、災害救
助費などに
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平
成
30
年
度（
平
成
30
年
４
月
～
平
成
31
年
３
月
）の
一
般
会
計
と
特
別
会
計
の
決

算
に
つ
い
て
、お
知
ら
せ
し
ま
す
。一
般
会
計
の
総
額
は
、復
興
事
業
の
進
展
に
よ
り
、

歳
入
が
対
前
年
度
３
８
億
１
４
２
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万
円（
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９
％
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と
な
る
６
１
０
億
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０
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万
円
、歳
出
は
対
前
年
度
２
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億
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５
６
５
万
円（
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９
％
）の
減
と
な
る
５
２

４
億
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５
５
５
万
円
で
し
た
。

　
名
取
市
に
住
む
中
学
生
の
名
取
カ
ナ
さ

ん
は
、
名
取
市
の
決
算
に
つ
い
て
調
べ
る

学
校
の
宿
題
を
進
め
る
た
め
に
、
父
で
市

職
員
の
芹
夫（
せ
り
お
）さ
ん
に
相
談
す
る

こ
と
に
し
ま
し
た
。
二
人
の
会
話
か
ら
市

の
決
算
に
つ
い
て
み
て
み
ま
し
ょ
う

カ
ナ
：「
決
算
」っ
て
な
ん
の
こ
と
な
の
？

芹
夫
：「
決
算
」
は
、
４
月
か
ら
翌
年
の

３
月
ま
で
の
一
年
間
に
ど
れ
だ
け
お
金
が

入
っ
て
き
て
、
ど
れ
だ
け
お
金
を
使
っ
た

か
、
数
字
で
表
し
た
も
の
だ
よ
。
家
庭
の

家
計
簿
に
当
た
る
も
の
な
ん
だ
。

カ
ナ
：
な
る
ほ
ど
、
家
計
簿
っ
て
考
え
れ

ば
私
に
も
分
か
る
か
も
。
じ
ゃ
あ
、
名
取

市
で
は
ど
ん
な
お
金
の
動
き
が
あ
っ
た
か

教
え
て
よ
。

芹
夫
：
ま
ず
は
、
歳
入
を
見
て
み
よ
う
。

歳
入
は
、
市
の
収
入
の
こ
と
だ
よ
。
グ
ラ

フ
を
み
る
と
市
民
か
ら
納
め
ら
れ
た
市
税

の
ほ
か
国
か
ら
交
付
さ
れ
る
地
方
交
付

税
、
国
庫
支
出
金
な
ど
で
成
り
立
っ
て
い

る
こ
と
が
分
か
る
ね
。

カ
ナ
：
宿
題
で
平
成
29
年
度
と
の
比
較
を

書
か
な
き
ゃ
い
け
な
い
ん
だ
け
ど
、
ど
う

変
わ
っ
た
の
？

芹
夫
：
市
税
は
、
人
口
が
増
加
し
た
こ
と

に
よ
る
個
人
住
民
税
の
伸
び
な
ど
で
、０
・

３
％
微
増
し
て
い
る
よ
。
地
方
交
付
税
は

１２
・
５
％
、
国
庫
支
出
金
は
５
・
１
％
減

少
し
て
い
る
け
ど
、
こ
れ
は
震
災
関
連
事

業
が
以
前
よ
り
少
な
く
な
っ
て
、
国
か
ら

復
興
財
源
と
し
て
交
付
さ
れ
る
額
が
減
少

し
た
こ
と
が
主
な
要
因
な
ん
だ
。
歳
入
全

体
で
は
、
５
・
９
％
減
少
し
て
い
る
よ
。

カ
ナ
：
市
税
の
一
人
当
た
り
の
負
担
額
を

書
く
欄
も
あ
る
ん
だ
け
ど
、
教
え
て
も
ら

え
る
？

芹
夫
：
市
民
一
人
当
た
り
の
市
税
負
担
額

を
計
算
す
る
と
、
１
４
７
，３
４
４
円
だ

よ
。

カ
ナ
：
市
で
も
お
金
を
借
り
入
れ
る
っ
て

い
う
話
を
授
業
で
聞
い
た
ん
だ
け
ど
、
本

当
？

芹
夫
：
そ
れ
は
、
市
債
の
こ
と
だ
ね
。
市

債
は
、
長
年
に
わ
た
っ
て
使
う
施
設
の
建

設
や
下
水
道
整
備
な
ど
、
多
く
の
経
費
を

伴
う
事
業
の
財
源
と
し
て
、
市
が
国
や
銀

※（　）内の数値は
　前年比

※（　）内の数値は
　前年比

名 取 市 の 家  計  簿
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書
か
な
き
ゃ
い
け
な
い
ん
だ
け
ど
、
ど
う

変
わ
っ
た
の
？

芹
夫
：
市
税
は
、
人
口
が
増
加
し
た
こ
と

に
よ
る
個
人
住
民
税
の
伸
び
な
ど
で
、０
・

３
％
微
増
し
て
い
る
よ
。
地
方
交
付
税
は

１２
・
５
％
、
国
庫
支
出
金
は
５
・
１
％
減

少
し
て
い
る
け
ど
、
こ
れ
は
震
災
関
連
事

業
が
以
前
よ
り
少
な
く
な
っ
て
、
国
か
ら

復
興
財
源
と
し
て
交
付
さ
れ
る
額
が
減
少

し
た
こ
と
が
主
な
要
因
な
ん
だ
。
歳
入
全

体
で
は
、
５
・
９
％
減
少
し
て
い
る
よ
。

カ
ナ
：
市
税
の
一
人
当
た
り
の
負
担
額
を

書
く
欄
も
あ
る
ん
だ
け
ど
、
教
え
て
も
ら

え
る
？

芹
夫
：
市
民
一
人
当
た
り
の
市
税
負
担
額

を
計
算
す
る
と
、
１
４
７
，３
４
４
円
だ

よ
。

カ
ナ
：
市
で
も
お
金
を
借
り
入
れ
る
っ
て

い
う
話
を
授
業
で
聞
い
た
ん
だ
け
ど
、
本

当
？

芹
夫
：
そ
れ
は
、
市
債
の
こ
と
だ
ね
。
市

債
は
、
長
年
に
わ
た
っ
て
使
う
施
設
の
建

設
や
下
水
道
整
備
な
ど
、
多
く
の
経
費
を

伴
う
事
業
の
財
源
と
し
て
、
市
が
国
や
銀

名 取 市 の 家  計  簿

災害公営住宅整備事業 22億7,436万円
新図書館整備事業 6億7,942万円
私立認可保育所運営事業 4億6,006万円
私立認可保育所施設整備費助成事業 4億　888万円

有価証券 1,025万円
（増減なし） 出資金 5億6,873万円

（増減なし）

債　権 9億4,048万円
（△8,063万円） 基　金 194億6742万円

（△54億3,481万円）

土　地 6,175,245㎡
（65,155㎡） 建　物 266,255㎡

（15,380㎡）

●一般会計歳出（性質別）●名取市の財産　（　）内は前年度からの増減

●平成30年度一般会計の主な事業

●特別会計の状況
収入済額 支出済額 差　　引

国民健康保険 69億7,359万円 66億8,944万円 2億8,415万円
土地取得 1億7,115万円 1億7,113万円 2万円
休日夜間急患センター 1億6,592万円 1億4,497万円 2,095万円
介護保険 48億7,807万円 46億5,810万円 2億1,997万円
後期高齢者医療 7億1,540万円 7億　713万円 827万円
被災市街地復興
土地区画整理事業 98億4,071万円 66億6,714万円 31億7,357万円

■問い合わせ■
財政課財政係　☎724-7155

一般会計
性質別内訳

普通建設事業費
134億7,025万円
（△26.0%)
134億7,025万円

26.0
災害復旧費

28億9,935万円
（△24.1%)
28億9,935万円

物件費
43億4,943万円
（+4.5%)

補助費
32億182万円
（△13.9%)

繰出金
70億9,772万円
（+7.1%)

その他
76億

5,857万円
（+61.4%)

人件費
45億

9,805万円
（△3.2%) 扶助費

60億
4,624万円
（+7.7%)

公債費
31億5,412万円
（+6.7%)

義務的経費
137億9,840万円
（+3.6%)

義務的経費

投資的経費
163億6,960万円（△25.7%)

投資的経費

その他の経費
223億755万円
（+15.9%)

その他の経費

一般会計
性質別内訳

行
な
ど
か
ら
借
り
入
れ
る
お
金
の
こ
と
を

言
う
ん
だ
。

カ
ナ
：
そ
の
市
債
は
ど
の
く
ら
い
動
い
た

の
？

芹
夫
：
平
成
30
年
度
末
の
市
債
の
残
高

は
、
４
６
７
億
６
０
６
７
万
円
で
、
前
年

度
か
ら
３
億
２
５
５
０
万
円
減
少
し
て
い

る
よ
。

カ
ナ
：
そ
う
な
ん
だ
ね
。
今
度
は
、
ど
ん

な
こ
と
に
お
金
が
使
わ
れ
た
か
教
え
て

よ
。

芹
夫
：
じ
ゃ
あ
、
次
に
歳
出
を
見
て
み
よ

う
。
歳
出
は
市
の
支
出
の
こ
と
だ
よ
。
グ

ラ
フ
が
２
つ
あ
る
の
が
分
か
る
か
な
？
歳

出
は
、
目
的
で
分
け
た
目
的
別
の
グ
ラ
フ

と
、
性
質
で
分
け
た
性
質
別
の
グ
ラ
フ
が

あ
る
ん
だ
。
歳
出
全
体
で
は
、
平
成
29
年

度
か
ら
３
．
９
％
減
少
し
て
い
る
よ
。

カ
ナ
：
歳
入
も
減
少
し
た
け
ど
、
歳
出
も

減
少
し
て
い
る
ん
だ
ね
。

芹
夫
：
目
的
別
で
み
る
と
、
震
災
関
連
の

積
立
金
の
増
加
で
総
務
費
が
６１
・
２
％
、

市
内
の
商
業
施
設
で
地
域
子
育
て
支
援
拠

点
施
設
を
整
備
し
た
こ
と
な
ど
で
民
生
費

が
８
・
９
％
と
増
加
し
て
い
る
も
の
も
あ

る
よ
。
一
方
で
、
閖
上
の
水
産
加
工
団
地

の
整
備
が
一
段
落
し
た
こ
と
で
農
林
水
産

業
費
が
５８
・
９
％
、
第
二
次
防
御
ラ
イ
ン

整
備
事
業
の
進
展
に
よ
り
道
路
橋
り
ょ
う

費
が
減
少
し
た
こ
と
な
ど
で
、
土
木
費
が

１８
・
８
％
と
そ
れ
ぞ
れ
減
少
し
て
い
て
、

全
体
と
し
て
の
歳
出
も
減
少
し
て
い
る
ん

だ
。

カ
ナ
：
そ
う
な
ん
だ
。
さ
っ
き
言
っ
て
い
た

性
質
別
で
み
る
と
、
ど
う
変
わ
っ
た
の
？

芹
夫
：
性
質
別
で
み
る
と
、
義
務
的
経
費

は
３
・
６
％
増
加
し
て
い
る
よ
。
こ
れ
は
、

保
育
所
の
数
が
増
え
た
こ
と
な
ど
に
よ
り

扶
助
費
が
７
・
７
％
増
加
し
て
い
る
こ
と

が
主
な
要
因
な
ん
だ
。
投
資
的
経
費
は
災

害
公
営
住
宅
整
備
事
業
が
完
了
し
た
こ
と

な
ど
で
２５
・
７
％
減
少
し
て
い
る
よ
。

カ
ナ
：
い
ま
教
え
て
も
ら
っ
た
の
は
市
の

運
営
の
基
本
的
な
経
費
を
計
上
す
る
「
一

般
会
計
」の
こ
と
な
ん
だ
よ
ね
。
市
で
は
、

特
定
の
事
業
の
た
め
に
使
う
お
金
を
区
別

し
て
い
る
っ
て
授
業
で
聞
い
た
ん
だ
け
ど

…
。

芹
夫
：
そ
れ
は
、「
特
別
会
計
」
の
こ
と

だ
ね
。
平
成
30
年
度
の
名
取
市
の
特
別
会

計
は
、
介
護
保
険
、
後
期
高
齢
者
医
療
な

ど
の
会
計
で
は
、
歳
出
額
が
増
加
し
た
け

れ
ど
、
国
民
健
康
保
険
、
被
災
市
街
地
復

興
土
地
区
画
整
理
事
業
な
ど
の
会
計
で

は
、
歳
出
額
が
減
少
し
て
い
て
、
特
別
会

計
全
体
で
は
、
減
少
し
て
い
る
よ
。

カ
ナ
：
な
る
ほ
ど
、
こ
れ
で
宿
題
も
進
め

ら
れ
そ
う
。
色
々
教
え
て
く
れ
て
あ
り
が

と
う
。

※（　）内の数値は前年比
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【現金主義】
現金の収入・支出という事実に基づい
て、それを記録する考え方。
【発生主義】
現金の収入・支出に関わらず、経済取
引が発生した時点で収益・費用を記録
する考え方。

　市では、平成20年度決算から財務諸
表を作成し、ホームページで公表して
います。
　財務諸表の詳細についてはそちらを
ご確認ください。
http://www.city.natori.miyagi.jp/
soshiki/soumu/zaisei

　平成28年度決算より、これまで作成
してきた総務省方式改訂モデルにかわ
り、統一的な基準による財務書類を作
成しています。

○行政コスト計算書とは
　市が税金などにより行う行政活動のうち資産形成を伴わないものを「行政
コスト」としてとらえ、その性質別の内訳や受益者負担の程度を明らかにす
る財務書類です。本来の市の決算は現金主義により作成されますが、行政コ
スト計算書では減価償却費なども含めた発生主義の考えを取り入れて作成し
ています。

固定資産（２，548億円、９3.6％）
  有形固定資産（道路、学校など）
		 2,224億円
  特定目的基金などの積立金		
		 129億円
  投資及び出資金	 １84億円
  その他固定資産	 １1億円

流動資産（174億円、6.4％）
  現金預金等	 172億円
  その他流動資産	 2億円

平成30年度の名取市のバランスシート（貸借対照表）

平成30年度の名取市の行政コスト計算書

○バランスシート（貸借対照表）とは
　市がどのような資産をどのくらい保有しているのか、その資産がどのような財源で整備されてきたのかを総括的に対照
表示した財務書類です。ここでは、平成31年3月31日現在における資産と負債、純資産のバランスについて表しています。

【資産】
市が保有する財産の
総額で、「将来世代へ
引き継ぐ資産」です。

借　　　方

【固定資産】
道路や学校などの有
形固定資産や、震災
復興事業など決まっ
た目的のために積み
立てる基金などを計
上しています。

【負債】
将来、市から資金流出を
もたらすもので、資産に対
し約1割を占めています。
具体的には、将来償還す
べき地方債などで、「将来
世代の負担」によりまか
なわれます。

【地方債】
道路や学校などを建設す
るための建設地方債、地
方交付税の交付不足額を
補てんするために発行す
る臨時財政対策債などが
あります。

【純資産】
市の資産の財源のうち、
地方債など負債によらな
いもの、すなわち、「これ
までの世代」により負担
されたもので、資産に対
し約9割を占めています。

【流動資産】
現金預金のほか、必
要時にすぐに現金化
することができる基
金などを計上してい
ます。

※�バランスシート、行政コスト計算書の作成範囲は、一般会計、土地取得特別会計、休日夜間急患センター特別会計、被災市街地復興土地区画整理事業特
別会計とし、水道事業などの企業会計や主に保険料などにより運営される国民健康保険特別会計、介護保険特別会計、後期高齢者医療特別会計は除外
しています。

【資産の部（2,722億円）】

資産計	         2，722億円 負債・純資産計 2，722億円

市民一人
あたりの

バランスシート

貸　　　方

【負債の部  （342億円）】
固定負債（307億円、89.8％）
  地方債	 ２73億円
  退職手当引当金	 25億円
  その他固定負債	 9億円

流動負債（35億円、10.2％）	
  翌年度償還予定地方債	30億円
　その他流動負債	 5億円

純資産	 2，380億円

人口  ７8，672人（平成31年３月３１日現在）

資　産
	 346万0千円

負　債
	 43万5千円
純資産
	 302万5千円

【純資産の部（2,380億円）】

【行政コスト】
人にかかるコスト 53億円 職員給与や共済保険料など

物にかかるコスト 133億円 物品の購入費、施設の修繕費や減価償却費
など

移転支出的コスト 143億円 児童手当、生活保護費などの扶助費
補助金や特別会計への繰出金など

その他のコスト 10億円 地方債の利子、災害復旧費など
合 計 339億円
【収　益】
使用料・手数料など 31億円 施設使用料、市営住宅使用料など
【純行政コスト】
「行政コスト」

－「収益」 308億円
市税や地方交付税などによりまかなわれる
正味の行政コスト


